
国 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

日経平均株価 19,283 0.3% 1.2% 0.9%
東証株価指数（TOPIX） 1,550 0.4 1.9 2.1
東証REIT指数 1,831 2.1 -0.4 -1.3
米ダウ平均株価 20,821 1.0 3.8 5.4
米S&P500指数 2,367 0.7 3.0 5.7
米MSCI REIT指数 1,184 1.9 2.3 3.2
MSCI ワールド（先進国） 1,840 0.2 1.9 5.1
MSCI AC欧州 409 -0.7 -0.8 2.4
MSCI エマージング 943 0.5 3.4 9.4
MSCI ACアジア（日本を除く） 566 0.8 4.0 10.2
外国為替市場（対円）

通貨 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

米ドル 112.12 -0.6% -1.0% -4.1%
ユーロ 118.44 -1.1 -2.7 -3.7
豪ドル 86.06 -0.5 0.3 2.2
ニュージーランド・ドル 80.74 -0.4 -2.3 -0.3
ブラジル・レアル 36.04 -1.0 0.9 0.3
メキシコ・ペソ 5.63 2.0 4.7 -0.2
トルコ・リラ 30.92 -0.3 4.8 -7.6
南アフリカ・ランド 8.66 0.1 1.2 1.5
中国人民元 16.34 -0.7 -0.9 -2.8
インドネシア・ルピア (x100) 0.84 -0.6 -0.8 -3.1
国債市場（利回り、%）

国 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

米国10年 2.31 -0.10 -0.20 -0.13
ドイツ10年 0.19 -0.12 -0.28 -0.02
日本10年 0.07 -0.03 -0.01 0.02
ブラジル2年 9.85 -0.24 -0.59 -1.18
メキシコ2年 6.79 -0.13 -0.06 0.00
トルコ2年 11.15 -0.30 -0.21 0.52
インドネシア2年 7.07 0.07 0.10 -0.40
その他

商品 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

金先物（ﾆｭｰﾖｰｸ、期近物） 1,258 1.5% 4.8% 9.3%
原油先物（ﾆｭｰﾖｰｸ、期近物） 53 1.1% 2.4% 0.5%
VIXボラティリティ指数 11.0 -0.2% 6.1% -18.3%

95
100
105
110
115
120
125
130

3月
 

4月
 

5月
 

6月
 

7月
 

8月
 

9月
 

10
月

 

11
月

 

12
月

 

1月
 

2月
 

日次終値 
200日移動平均 

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

3.0%

3月
 

4月
 

5月
 

6月
 

7月
 

8月
 

9月
 

10
月

 

11
月

 

12
月

 

1月
 

2月
 

10年 
2年 

14,000
15,000
16,000
17,000
18,000
19,000
20,000
21,000

3月
 

4月
 

5月
 

6月
 

7月
 

8月
 

9月
 

10
月

 

11
月

 

12
月

 

1月
 

2月
 

日次終値 
200日移動平均 

日経平均株価の推移 
（円、2016年3月1日~2017年2月24日） 

ドル・円相場の推移 
（1ドル=円、2016年3月1日~2017年2月24日） 

米国2年国債・10年国債利回りの推移 
（2016年3月1日~2017年2月24日） 

Q. 先週の主なイベントは？ 
• 2月21日    米国:2月Markit速報値、製造業54.3、サービス53.9 
          ユーロ圏:2月Markit速報値、製造業55.5、サービス55.6 
• 2月22-23日  ブラジル:金融政策会合、市場予想通り0.75%の利下げ 

Q. 先週の日米株式市場の動きは？ 
米ダウ工業株30種平均は、11日連続で最高値を更新。引き続き、新政権
下での大規模減税などに高い期待が寄せられていることが背景。日経平
均株価は、先週水曜日から3日続落。円高が進んだことなどが背景。 

Q. 今週の主なイベントは？  
• 2月28日    米国：トランプ大統領議会演説、税制改革の中身に注目 
• 3月1日 中国：Caixin製造業PMI、市場予想50.8、前月実績51.0 
• 3月3日 米国：イエレンFRB議長講演、3月利上げの示唆があるか 
• 3月5日 中国：全国人民代表大会開幕、今年の成長率目標に注目 

Q. 欧州各国の選挙の動向と、円相場への影響は？ 
• 【オランダ】第二院（下院）総選挙を3月15日に予定。世論調査では、反

EUや反移民を掲げる自由党が支持率トップ。ただし、同党が単独で下
院で過半数の議席を獲得することは困難であり、連立を組める有力政
党も見当たらないことから、政権を取る可能性は低いと見られている。 

• 【フランス】大統領選挙が4月23日に第1回投票、5月7日に決選投票の
日程で実施される予定。世論調査では、第1回投票では反EU、反移民
を訴える国民戦線のルペン党首が支持率トップだが、上位2名で争う決
選投票では、同氏が敗れる可能性が高いと見られている。先週、支持率
6位のバイル元教育相が、支持率2位のマクロン元経済相の支持に回っ
たことで、ルペン党首が当選するとの懸念が和らいだと考えられている。 

• 【ドイツ】連邦議会（下院）選挙を9月24日に予定。世論調査では、メルケ
ル首相率いるキリスト教民主・社会同盟と、シュルツ前欧州議会議長が
率いる社会民主党の支持率が、30%程度で拮抗しているが、EU懐疑派
で反移民を掲げる『ドイツのための選択肢』の支持率は10％程度まで下
落している。シュルツ氏が首相になる場合は、積極財政、増税、規制強
化といった内政の変化に加え、ユーロ圏共同債の発行やユーロ圏の預
金保険の一元化を検討するなどの変化が生じる可能性がある。 

• 【円高に注意】上記の通り、欧州各国の急進派政党が政権を握る可能
性は低いと見られているものの、予断を許さない状況が続く。政治不安
が高まる局面で、対ユーロや対ドルで円高が進む可能性に注意したい。 

 

仏独10年国債金利差とユーロ・円相場（17年1月2日～2月24日） 
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出所： Bloomberg, J.P. Morgan Asset Management 
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